
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

えθQミ  年度 事 業 報 告 書

特定」F営利活動法人 1

1 事業の成果

ヰ蘇いさ用く
'台
レても`り3せ ん

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【    】千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

疋欣 に記載
された
事業名

事業内容 同時 場所
従事者
人数

党盃
対象者
範囲

党盃
対象者
人数

事業費
(千円)

足欣 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係)

2 οQユ  年度 活動計算書 (その他事業が上登場合)

事 業 報 告 用

営
`1焉

勁:l歓東京100キロウォーク
単位 :円

令 題 小 計 ・ 合 計

】 】慶

賛助会員受取会費

1

∂

2

施設等受入評価益
0

θ

事業収益

事業収 益

0

息

0

経

θ

費

当
酬
付

手
報
給

料
員
職

給
役
退 用

福利厚生費

用施設等評価費
減価償却費
印刷製本費

会議費
旅費交通費

∂

0

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

地代家賃
旅費交通費
減価償却費

晉

l期 経 減  額 A B
〕】 1経

過年度損益修正益
0

外  l
)】  i軽

0
災害損失

外

:期 経 増 滅 | C D
前 正  味 ③

∂
)-1 |+{経

(2)そ の他経費
消耗品費
水道光熱費
通信運搬費

θ

. . .o\



書式第 15号 (法第 28条関係)

2ο 22 年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

幣緋営千1活動法人東京100キロウォータ
人

現金預金
未収金
棚卸資産

什器備品

ソ フ ェ ア

借地権

長期貸付金

わ

δ

θ

∂

´

0

【A】 資 産 合 計 ①+②
θ

未払金
預 り金

長期借入金
退職給付引当金

θ

0

0
∂

産  の  部

」L t財産額
ヨ増減額

0

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】
υ

|ヨ | 金   和



1

16 28

重要な会計方針
計算書類の作成は、

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理

2。 事業別損益の状況

ミ′2ミ 年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活瞥彗ヤ
1活動法人東

事:堅墨Iジマ
ーク

によっています。

合計
事 業 事業 事業 事業

事業部門計 管理部門科 目

0

0

わ

0

0

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2)その他経費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

算定方法内容 金額

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法

７
‘

内容 期首残高 期末残 高 備 考

0 0 θ 0合計

期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

∂ 0 ∂´ 0 ′

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計

科 目 期首残 高 当期借入 当期返済 期末残高

´ 0 ∂ ∂合計

科 目

計算書類に

計上 された
金額

内、役員 と
の取引

内、近親看

及び支配法
人との取引

´0 0

0 θ ∂

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

8

その他の事業に係る資産の状況

科



書式第 17号 (法第 28条関係)

QθQミ 年度 財産目録

事 業 報 告 用

持定り1営利活動法人東京100キロウォーク
単位 :円

令 題 ′:ヽ 計 訃

麗  の  部

現金預金
手元現金
OO銀行普通預金

未収金
OO
▲▲

事業未収金
事業未収金

棚卸資産
販売用寄附物品

υ

´

θ

産 合 計  ・ ・・ ① 0
2 賛 露

(1)覆形固定責産
車両運搬具

事業用車両

什器備品
パソコン

´

´

(2)無形固定責産
ソフトウェア

オペレーションシステム
文書編集ソフト

借地権
OO市事業所

θ

θ

(3)投資その他の資産
敷金

○○市事業所

長期貸付金
○○銀行

θ

´

i会‖ σ ヽ 0

【A】 資 産 合 計 ①十② ´

【: :―
.

負 侵 の 部

未払金
0月 分給与
0月 分社会保険料

預 り金

源泉徴収税

′

0
「計  ・ ・ ・ ③ 0

2 F■僣

長期借入金
○○銀行借入金

職員

´

θ

合 計 oの 0

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 0

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 θ



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2οユミ 年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 1

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

由'以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)

由各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏   名

⌒

(聖5)監事 t i'+ 'lty t t/ 年 1月 1日

年 12月 31日

年

年

月

月

日

日採ηL瘍遇 lヽ

９

“ 監事
4i' ) rtt 年 1月 1日

午12月 31日

年 月

月

日

年 日めテ=慣 貝ll夫

/~ヽ
(理事}監事

く` /
*:t) ?ebj 年 1月 l日

年 12月 31日

年

年

月   日

月   日善尾兆―吾

４

＾

´ ヽ理事(ジ
? " Ii'tE 年 1月 1日

年 12月 31日

年  月  日

年  月  日
7可 .ネ13/t耕ト

理事 。監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

′
０ 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

日年

理事・監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日

０
０ 理事 。監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

Ｏ

υ 理事 。監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日

10 理事・監事

年  月 日

日年 月

年

年

月

月

日

日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立 口事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法 特定非営利活動法人東京100キロウォーク

氏   名

快コ箕本 入`1

2 ステ損 〕1夫

3

高几九督

4 確〕ユ晨ヽ 一

5
|ヽ、 月、ネん―

6 小ヤ|ヨ 髯ミ

7
林 牧文

8
 ヽ              ヽ

高 ■景 L
9

)]ヽ 中心利き

10

¬やメt義

12


